
総務委員会資料

報告 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正す

る法律及び特定患者等の郵便等を用いて行う投票方

法の特例に関する法律について

資料１－１ 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律の

施行について（通知）

資料１－２ 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律要

綱

資料１－３ 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律

資料１－４ 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律新

旧対照表

資料２－１ 特定患者等の郵便等を用いて行う投票方法の特例に関する法

律等の施行について（通知）

資料２－２ 特例郵便等投票について（総務省・厚生労働省チラシ）

資料２－３ 特定患者等の郵便等を用いて行う投票方法の特例に関する法

律（官報）

令和３年７月１５日

選挙管理委員会事務局

1



- 1 - 

総 行 選 第 ３ ６ 号 

令和３ 年６ 月 18 日 

各 都 道 府 県 知 事 

各都道府県選挙管理委員会委員長 

 各 指 定 都 市 市 長 

 各指定都市選挙管理委員会委員長 

総 務 大 臣 

日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律の施行について（ 通知）  

第 204 回国会において成立をみた日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正

する法律（ 以下「 改正法」 という 。 ） は、 令和３ 年法律第 76 号をもって、 本日公布さ

れました。  

今回の日本国憲法の改正手続に関する法律（ 平成 19年法律第 51号） の改正は、 平

成 28 年に数次にわたり行われた、共通投票所制度の創設等、投票環境向上のための公

職選挙法（ 昭和 25 年法律第 100 号） の改正と同様の改正を行う ものです。  

貴職におかれましては、 改正法の内容を十分御理解されると ともに、 改正法による

改正後の日本国憲法の改正手続に関する法律（ 以下「 新法」 という 。 ） の運用に遺漏

のないよう 、 下記事項に御留意の上、 各都道府県知事及び各都道府県選挙管理委員会

委員長におかれましては、 貴都道府県内の指定都市を除く 市区町村長及び市区町村の

選挙管理委員会に対しても、 格別の御配慮をお願いします。  

なお、 改正法の施行に伴い、 日本国憲法の改正手続に関する法律施行令（ 平成 22

年政令第 135 号） 等について所要の改正を行う こと と しており 、その内容については、

別途通知する予定です。  

記 

第１  投票人名簿等の縦覧制度の廃止及び閲覧制度の創設 

殿 
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投票人名簿及び在外投票人名簿の内容確認手段について、 個人情報保護の観点

から、 従来の縦覧制度を廃止し 、 次のよう に閲覧できる場合を明確化、 限定する

などした新たな閲覧制度を創設すること 。 （ 新法第 24 条、 第 29 条の２ 、 第 29

条の３ 、 第 38 条、 第 42 条の２ 、 第 125 条の２ 関係）  

１  投票人名簿の抄本及び在外投票人名簿の抄本の閲覧をできる事由を法律上明記

すること 。  

２  閲覧を拒むに足りる相当な理由があると認められるときは、 閲覧を拒むことが

できるものとすること 。  

３  閲覧対策に関する措置（ 罰則や過料を含む。）を法律上規定すること 。  

第２  「 在外選挙人名簿」 への登録の移転の制度（ 出国時申請） の創設に伴う 国民投

票の「 在外投票人名簿」 への登録についての規定の整備 

出国時に市町区村の窓口で在外選挙人名簿への登録を申請できる制度（ 出国時

申請）を利用して、国民投票の投票日の 50 日前の登録基準日直前に出国した場合

に、国民投票の在外投票人名簿に反映されない場合があり得ることから、この「 谷

間」 を埋めるための規定の整備を行う こと 。 （ 新法第 35 条、 第 37 条関係）  

第３  共通投票所制度の創設 

投票の当日、 市町村区内のいずれの投票区に属する投票人も投票することがで

きる共通投票所を設けることができる制度を創設すること 。（ 新法第 52 条の２ 関

係）  

第４  期日前投票制度の見直し  

１  期日前投票事由に「 天災又は悪天候により投票所に到達することが困難である

こと 」 を追加すること 。 （ 新法第 60 条第１ 項関係）  

２  開始時刻（ 午前８ 時 30分） の２ 時間以内の繰上げ及び終了時刻（ 午後８ 時） の

２ 時間以内の繰下げを可能とすること ｡（ 新法第 60条第６ 項関係）  

３  その他、公職選挙法の期日前投票に係る規定と同様の規定を整備すること 。（ 新

法第 60 条第２ 項から第４ 項まで及び第７ 項関係）  

第５  洋上投票の対象の拡大 

外洋を航行中の船員について、 ファ クシミ リ装置を用いて投票することができ

るよう にする洋上投票制度について、 便宜置籍船等の船員及び実習を行う ため航
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海する学生・ 生徒も対象とすること 。 （ 新法第 61 条第７ 項及び第８ 項関係）  

第６  繰延投票の期日の告示の期限の見直し  

天災等で投票を行う ことができないとき又は更に投票を行う 必要があるときに

行う 繰延投票の期日の告示について、 少なく とも５ 日前に行う こと とされていた

ものを少なく とも２ 日前までに行えば足り ること とすること 。（ 新法第 71 条第１

項関係）  

第７  投票所に入ることができる子供の範囲の拡大 

投票所に入ることができる子供の範囲を、 「 幼児」 から「 児童、 生徒その他の

18 歳未満の者」 に拡大すること 。 （ 新法第 72条第２ 項関係）  

第８  施行期日等 

 １  一部の規定を除き、公布の日から起算して３ 月を経過した日（ 令和３ 年９ 月 18

日） から施行するものとされたこと 。 （ 改正法附則第１ 条関係）  

 ２  新法の規定は、 改正法の施行の日以後に投票人名簿の登録基準日がある国民投

票について適用し 、 この法律の施行の日前に登録基準日がある国民投票について

は、 なお従前の例によるものとされたこと 。 （ 改正法附則第２ 条関係）  

３  国は、 改正法の施行後３ 年を目途に、 次に掲げる事項について検討を加え、 必

要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとするものとされたこと 。 （ 改正法

附則第４ 条関係）  

（ １ ） 投票人の投票に係る環境を整備するための次に掲げる事項その他必要な事項 

① 天災等の場合において迅速かつ安全な国民投票の開票を行う ための開票立

会人の選任に係る規定の整備 

② 投票立会人の選任の要件の緩和 

（ ２ ） 国民投票の公平及び公正を確保するための次に掲げる事項その他必要な事項 

 ① 国民投票運動等のための広告放送及びインターネッ ト 等を利用する方法に

よる有料広告の制限 

② 国民投票運動等の資金に係る規制 

③ 国民投票に関するインターネッ ト 等の適正な利用の確保を図るための方策 

 ４  その他所要の規定の整備がされたこと 。  
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日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律要綱 

 一 投票環境向上のための公職選挙法改正並びの改正  

１  投票人名簿等の縦覧制度の廃止及び閲覧制度の創設 

              （ 第 29 条の２ 、 第 29 条の３ 等関係） 

投票人名簿及び在外投票人名簿の内容確認手段について、 個人情

報保護の観点から、 従来の縦覧制度を廃止し 、 次のよう に閲覧でき

る場合を明確化、限定するなどした新たな閲覧制度を創設すること 。 

・  投票人名簿の抄本等の閲覧をできる事由を法律上明記すること 。 

・  閲覧を拒むに足りる相当な理由があると認められるときは、 閲

覧を拒むことができるものとすること 。  

・  不正閲覧対策に関する措置（罰則や過料を含む。）を法律上規定

すること 。  

２  「 在外選挙人名簿」 への登録の移転の制度(出国時申請)の創設に

伴う 国民投票の「 在外投票人名簿」 への登録についての規定の整備 

                       （ 第 35 条関係） 

出国時に市町村の窓口で在外選挙人名簿への登録を申請できる制

度（ 出国時申請） が新たに創設されたが、 これを利用して、 国民投

票の投票日の 50 日前の登録基準日直前に出国した場合に、国民投票

の在外投票人名簿に反映されない場合があり得ることから、この「 谷

間」 を埋めるための法整備を行う こと 。  

３  共通投票所制度の創設          （ 第 52 条の２ 関係） 

投票の当日、 市町村内のいずれの投票区に属する投票人も投票す

ることができる共通投票所を設けることができる制度を創設するこ

と 。  

４  期日前投票関係 

① 期日前投票事由の追加        （ 第 60 条第１ 項関係） 

期日前投票事由に「 天災又は悪天候により投票所に到達するこ

とが困難であること 」 を追加すること 。  

② 期日前投票所の投票時間の弾力的な設定（ 第 60 条第６ 項関係） 

開始時刻（ 8: 30） の２ 時間以内の繰上げ及び終了時刻（ 20: 00）

の２ 時間以内の繰下げを可能とすること ｡ 
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５  洋上投票の対象の拡大          (第 61 条第７ 項関係） 

外洋を航行中の船員について、 ファ クシミ リ 装置を用いて投票す

ることができるよう にする洋上投票制度について、 ①便宜置籍船等

の船員及び②実習を行う ため航海する学生・ 生徒も対象とすること 。 

６  繰延投票の期日の告示の期限の見直し   （ 第 71 条第１ 項関係） 

天災等で投票を行う ことができないとき又は更に投票を行う 必要

があるときに行う 繰延投票の期日の告示について、 少なく とも５ 日

前に行う こと と されていたものを少なく とも２ 日前までに行えば足

りることとすること 。  

７  投票所に入ることができる子供の範囲の拡大（ 第 72 条第２ 項関係） 

投票所に入ることができる子供の範囲を、「 幼児」 から「 児童、生

徒その他の 18歳未満の者」 に拡大すること 。  

 二 施行期日等

１  施行期日                 （ 附則第１ 条関係） 

この法律は、 公布の日から起算して３ 月を経過した日から施行す

ること 。  

２  適用区分                 （ 附則第２ 条関係） 

改正後の規定は、 この法律の施行の日以後に登録基準日がある国

民投票について適用し 、 この法律の施行の日前に登録基準日がある

国民投票については、 なお従前の例によること 。  

３  その他 

その他所要の規定を整備すること 。  
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一

日
本国憲

法
の改正手

続に関

す
る法律の

一部を

改
正する法

律

日本国

憲法の

改
正手続に

関する

法
律（平成

十九年

法
律第五十

一号）

の
一部を次

のよう

に
改正する

。

目次中

「
第百

二
十五条

」
を「

第
百
二十五条

の二

」
に
改める。

第二十

条
第三

項
中「

第三

十二条

に
おいて

」
を「

以
下
」に改め

る。

第二十

四条

を
次
のように

改める

。

第二十四

条

削
除

第二十

五条

第
一
項中「

前
条第一

項
の規定に

より

」
を
削る。

第二十

六条

第
二
項中「

縦
覧に係

る
投票人名

簿への

登
録又は投

票人名

簿
からの抹

消
」を

「
市町村の

選挙管理

委員会が

行う投

票
人名簿の

登録

」
に
改める。

第二十

九条

の
次
に次の二

条を加

え
る。

（投票

人名簿

の
抄本の閲

覧）

第二十九

条の二

市町村の

選挙管

理
委員会は

、
第二

十五

条第一項

の規定

に
より中央

選挙管

理
会が定め

る期間

、

特定の者

が投票

人
名簿に登

録され

た
者である

かどう

か
の確認を

行うた

め
に、投票

人から

投
票人名簿

の抄本
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二

を閲覧す

ること

が
必要であ

る旨の

申
出があっ

た場合

に
は、当該

確認に

必
要な限度

におい

て
、当該申

出をし

た投票人

に投票

人
名簿の抄

本を閲

覧
させなけ

ればな

ら
ない。

２

前項

の申出

は
、総務省

令で定

め
るところ

により

、
次に掲げ

る事項

を
明らかに

してし

な
ければな

らない。

ただし、

総務省

令
で定める

場合に

は
、第三号

に定め

る
事項につ

いては

、
この限り

でない

。

一

投
票人名

簿
の抄本の

閲覧の

申
出をする

者（第

四
項及び次

条にお

い
て「申出

者」と

い
う。）の

氏名及び

住所
二

投
票人名

簿
の抄本の

閲覧に

よ
り知り得

た事項

（
以下この

条及び

次
条におい

て「閲

覧
事
項」と

いう。）

の利用の

目的（

次
条におい

て「利

用
目的」と

いう。

）

三

閲
覧事項

の
管理の方

法

四

前
三号に

掲
げるもの

のほか

、
総務省令

で定め

る
事項

３

第一

項の規

定
にかかわ

らず、

市
町村の選

挙管理

委
員会は、

閲覧事

項
を不当な

目的に

利
用される

おそれが

あること

、閲覧

事
項を適切

に管理

す
ることが

できな

い
おそれが

あるこ

と
その他同

項の申

出
に係る閲

覧を拒

むに足り

る相当

な
理由があ

ると認

め
るときは

、当該

申
出に係る

閲覧を

拒
むことが

できる

。
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三

４

申出

者は、

閲
覧事項の

漏えい

の
防止その

他の閲

覧
事項の適

切な管

理
のために

必要な

措
置を講じ

なければ

ならない

。

（投票

人名簿

の
抄本の閲

覧に係

る
勧告及び

命令等

）

第二十九

条の三

申出者は

、本人

の
事前の同

意を得

な
いで、当

該閲覧

事
項を利用

目的以

外
の目的の

ために利

用し、又

は第三

者
に提供し

てはな

ら
ない。

２

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

申
出者が偽

りその

他
不正の手

段によ

り
前条第一

項の規

定
による投

票人名簿

の抄本の

閲覧を

し
た場合又

は前項

の
規定に違

反した

場
合におい

て、個

人
の権利利

益を保

護
するため

必要が

あると認

めると

き
は、当該

申出

者
に
対し、当

該閲覧

事
項が利用

目的以

外
の目的で

利用さ

れ
、又は第

三者に

提供され

ないよ

う
にするた

めの措

置
を講ずる

ことを

勧
告するこ

とがで

き
る。

３

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

前
項の規定

による

勧
告を受け

た者が

正
当な理由

がなく

て
その勧告

に係る措

置を講じ

なかっ

た
場合にお

いて、

個
人の権利

利益が

不
当に侵害

される

お
それがあ

ると認

め
るときは

、その

者に対し

、その

勧
告に係る

措置を

講
ずること

を命ず

る
ことがで

きる。

４

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

前
二項の規

定にか

か
わらず、

申出者

が
偽りその

他不正

の
手段によ

り前条第
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四

一項の規

定によ

る
投票人名

簿
の抄

本
の閲覧を

した場

合
又は第一

項の規

定
に違反し

た場合

に
おいて、

個人の

権利利益

が不当

に
侵害され

ること

を
防止する

ため特

に
措置を講

ずる必

要
があると

認める

と
きは、当

該申出

者に対し

、当該

閲
覧事項が

利用目

的
以外の目

的で利

用
され、又

は第三

者
に提供さ

れない

よ
うにする

ための

措置を講

ずるこ

と
を命ずる

ことが

で
きる。

５

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

前
条及びこ

の条の

規
定の施行

に必要

な
限度にお

いて、

申
出者に対

し、必要

な報告を

させる

こ
とができ

る。

６

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

そ
の定める

ところ

に
より、国

民投票

の
期日後遅

滞なく

、
前条第一

項
の申出

に係る投

票人名

簿
の抄本の

閲覧（

総
務省令で

定める

も
のを除く

。）の

状
況につい

て、申

出
者の氏名

及び利

用目的の

概要そ

の
他総務省

令で定

め
る事項を

公表す

る
ものとす

る。

７

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

前
条第一項

の規定

に
より閲覧

させる

場
合を除い

ては、

投
票人名簿

の抄本を

閲覧させ

てはな

ら
ない。

第三十

二条

中
「
その

」を

「
投票

人
名簿の

」
に改め

る
。

第三十

三条

第
三
項中「

第
四十五

条
において

」
を
「
以
下
」に改

める。

12



五

第三十

五条

第
一
号中「

次
条第一

項
及び第四

項並び

に
」を「

次
条第四

項
及び

」に

改め、

同
条第二号

中
「
当該

申請に基

づき

」
を
削り、

「
の投票

人名

簿
」
の下に

「
又
は在

外投票人

名簿

」
を
加え、

同条

に次の

一号を加

える

。

三

登
録基準

日
の翌日か

ら第三

十
九条第一

項の規

定
により中

央選挙

管
理会が定

める期

間
の開始の

日の前日

までの間

に在外

選
挙人名簿

への登

録
の移転（

公職選

挙
法第三十

条の二

第
三項に規

定する

在
外選挙人

名
簿

への登録

の移転

を
いう。第

三十七

条
第一項第

三号に

お
いて同じ

。）が

さ
れた者（

在外投

票
人名簿の

登
録

を行おう

とする

日
において

いずれ

か
の市町村

の投票

人
名簿又は

在外投

票
人名簿に

登録さ

れ
ている者

を
除

く。）
第三十

六条

第
一
項中「

者
（在外

選
挙人名簿

に登

録
さ
れている

者を除

く
。）

」を

「
もの

」
に改める

。

第三十

七条

第
一
項に次の

一号を

加
える。

三

登
録基準

日
の翌日か

ら第三

十
九条第一

項の規

定
により中

央選挙

管
理会が定

める期

間
の開始の

日の前日

までの間

に在外

選
挙人名簿

への登

録
の移転が

された

者

第三十

八条

を
次
のように

改める

。

第三十八

条

削
除

13



六

第三十

九条

第
一
項中「

前
条第一

項
の規定に

より

」
を
削る。

第四十

条
第二

項
中「

縦覧

に係る

在
外投票人

名簿へ

の
登録又は

在外投

票
人名簿か

らの抹

消
」を「

市
町村の選

挙管理委

員会が

行
う在外投

票人名

簿
の登録

」
に改め

る
。

第四十

二条

の
次
に次の一

条を加

え
る。

（在外

投票人

名
簿の抄本

の閲覧

等
）

第四十二

条の二

第二十九

条の二

及
び第二十

九条の

三
の規定は

、在外

投
票人名簿

につい

て
準用する

。この場

合におい

て、第

二
十九条の

二第一

項
中「第二

十五条

第
一項」と

あるの

は
、「第三

十九条

第
一項」と

読み替

えるもの

とする

。

第四十

五条

中
「
その

」を

「
在外

投
票人名簿

の
」に

改
める。

第四十

六条

中
「
から

」の

下に「

第
三十七条

まで及

び
第三十九

条から

」
を加える

。

第五十

二条

の
次
に次の一

条を加

え
る。

（共通

投票所

）

第五十二

条の二

市町村の

選挙管

理
委員会は

、投票

人
の投票の

便宜の

た
め必要が

あると

認
める場合

（当該市

14



七

町村の区

域を分

け
て数投票

区を設

け
た場合に

限る。

）
には、投

票所の

ほ
か、その

指定し

た
場所に、

当該市

町村の区

域内の

い
ずれの投

票区に

属
する投票

人も投

票
をするこ

とがで

き
る共通投

票所を

設
けること

ができ

る。
２

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

前
項の規定

により

共
通投票所

を設け

る
場合には

、投票

所
において

投票をし

た投票人

が共通

投
票所にお

いて投

票
をするこ

と及び

共
通投票所

におい

て
投票をし

た投票

人
が投票所

又は他

の共通投

票所に

お
いて投票

をする

こ
とを防止

するた

め
に必要な

措置を

講
じなけれ

ばなら

な
い。

３

天災

その他

避
けること

のでき

な
い事故に

より、

共
通投票所

におい

て
投票を行

わせる

こ
とができ

ないとき

は、市町

村の選

挙
管理委員

会は、

当
該共通投

票所を

開
かず、又

は閉じ

る
ものとす

る。

４

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

前
項の規定

により

共
通投票所

を開か

ず
、又は閉

じる場

合
には、直

ちにその

旨を告示

しなけ

れ
ばならな

い。

５

第一

項の規

定
により共

通投票

所
を設ける

場合に

お
ける次の

表の上

欄
に掲げる

規定の

適
用につい

ては、こ

れらの規

定中同

表
の中欄に

掲げる

字
句は、そ

れぞれ

同
表の下欄

に掲

げ
る
字句とす

る。

第
四十九

条第一

項

登録

された

者

登録さ

れ
た者（共

通投票

所
にあって

は
、

15



八

国民投

票
の投票権

を有す

る
者）

第
四十九

条第二

項

投票

所

投票所

又
は共通投

票所

登録

された

者

登録さ

れ
た者（共

通投票

所
にあって

は
、

国民投

票
の投票権

を有す

る
者）

第
四十九

条第三

項

投票

区

投票所

又
は一の共

通投票

所

次
条第一

項ただ

し

投票

所

投票所

又
は共通投

票所

書
、第五

十五条

第

一
項
、第

五十六

条

第
一項

、
第五十

七

条
第一項

及び第

五

十
九条第

二
項

第
六十四

条

第七

十四条

第七十

四
条（第五

十二条

の
二第六項

に
お

いて準

用
する場合

を含む

。
）

16



九

投票

所外

投票所

外
又は共通

投票所

外

第
六十四

条ただ

し

投票

所

投票所

又
は共通投

票所

書第
六十五

条第一

項

投票

所内

投票所

内
及び共通

投票所

内

第
六十五

条第一

項

投票

所

投票所

又
は共通投

票所

た
だし書

及び第

六

十
七
条第

一項

第
八十条

第二項

各投

票所

各投票

所
、共通投

票所

６

前二

条及び

第
七十二条

から第

七
十四条ま

での規

定
は、

共通

投票所

につ

いて準用

する。

この

場合にお

いて、

第五十一

条第一

項
ただし書

中「投

票
人の投票

の便宜

の
ため必要

がある

と
認められ

る特別

の
事情のあ

る場合

又は投票

人の投

票
に支障

を
来さな

い
と認めら

れる特

別
の事情の

ある場

合
に限り」

とある

の
は「必要

がある

と認める

ときは

」
と、「若

しくは

」
とあるの

は「若

し
くは当該

時刻を

」
と、「時

刻を四

時
間以内の

範囲内

において

」とあ

る
のは「時

刻を」

と
読み替え

るもの

と
する。

17



一〇

７

第一

項の規

定
により共

通投票

所
を設ける

場合に

お
いて、第

七十条

又
は第七十

一条第

一
項の規定

により投

票の期日

を定め

た
ときにお

ける次

の
表の上欄

に掲げ

る
規定の適

用につ

い
ては、こ

れらの

規
定中同表

の中欄

に掲げる

字句は

、
それぞれ

同表の

下
欄に掲げ

る字句

と
する。

第
一項

場所

に、

場所に

、
国民投票

の期日

に
おいては

当
該

国民投

票
の期日に

投票を

行
う

区域

内

区域内

、
第七十条

又は第

七
十一条第

一
項

の規定

に
より定め

た投票

の
期日にお

いて

は当該

投
票の期日

に投票

を
行う当

該
市町

村の区

域
内

前
項

「時

刻を」

「時刻

を
」と、前

条第二

項
中「天災

そ
の

他避け

る
ことので

きない

事
故により

前項

」

とある

の
は「第七

十条又

は
第七

十一

条第

一項の

規
定により

投票の

期
日
を定め

た場

18



一一

合にお

い
て、前項

の規定

、
次条第六

項に

おいて

準
用する第

五十二

条
第二項の

規定

又はこ

の
項」と、

「変

更
し
たときは

、国

民
投
票
の
当
日
を
除
く
ほ
か
」
と
あ
る
の
は

「
設置

す
る場所若

し
くは

期
日を変更

し、

又は当

該
共通投票

所を設

け
ないこと

とし

た
とき

は
」と、

「
同項」

と
あるのは

「前

項」

８

前各

項に定

め
るものの

ほか、

共
通投票所

に関し

必
要な事項

は、政

令
で定める

。

第六十

条
第一

項
に次の一

号を加

え
る。

六

天
災又は

悪
天候によ

り投票

所
に到達す

ること

が
困難であ

ること

。

第六十

条
第四

項
を同条第

八項と

し
、同条第

三項の

表
第五十一

条第一

項
の項を次

のよう

に
改める。

第
五十一

条第一

項

午前

七時

午前八

時
三十分
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一二

第六十

条
第三

項
の表

第五

十一条

第
一項

の項

の次に

次
のように

加える

。

第
五十一

条第一

項

投票

人の投

票
の便宜の

ため必

要
がある

次の各

号
に掲げる

場合に

は
、当該各

号
に

た
だし書

と認

められ

る
特別の事

情のあ

る
場合又

定める

措
置をとる

ことが

で
きる。

は投

票人の

投
票に支障

を来さ

な
いと認

一

当
該
市町村の

選挙管

理
委員会が

設
け

めら

れる特

別
の事情の

ある場

合
に限り

、

る期

日
前投票所

の数が

一
である場

合

投票

所を開

く
時刻を二

時間以

内
の範

囲

期日

前
投票所を

開く時

刻
を二時

間
以内

内に

おいて

繰
り上げ若

しくは

繰
り下

げ、

の範

囲
内におい

て繰り

上
げ、

又は

期日

又は

投票所

を
閉じる時

刻を四

時
間
以内

前投

票
所を閉じ

る時刻

を
二
時間以

内の

の範

囲内に

お
いて繰り

上げる

こ
と
がで

範囲

内
において

繰り下

げ
ること。

きる

。

二

当
該
市町村の

選挙管

理
委員会が

設
け

る期

日
前投票所

の数が

二
以上であ

る場

合（

午
前八時三

十分か

ら
午後八

時
まで

の間

に
おいて、

いずれ

か
一以

上の

期日

20



一三

前投

票
所が開い

ている

場
合
に限る

。）

期
日
前投票所

を開く

時
刻を二時

間以

内の

範
囲内にお

いて繰

り
上げ若し

くは

当該

時
刻を繰り

下げ

、
又
は期日前

投票

所
を
閉
じる時刻

を
繰り

上
げ若しく

は当

該時

刻
を二時間

以内の

範
囲内にお

いて

繰り

下
げるこ

と
。

第六十

条第三

項
を同条第

六項と

し
、同項の

次に次

の
一項を加

える。

７

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

期
日前投票

所を設

け
る場合に

は、当

該
市町村の

人口、

地
勢、交通

等の事情

を考慮し

て、期

日
前投票所

の効果

的
な設置、

期日前

投
票所への

交通手

段
の確保そ

の他の

投
票人の投

票の便

宜のため

必要な

措
置を講ず

るもの

と
する。

第六十

条
第二

項
中「

前項

の場合

に
おいては

、
」を

「
第一項の

規定に

よ
り期日前

投票所

に
おいて投

票を行わ

せる場合

におけ

る
」に改め

、「

に
読
み替える

もの

」
を
削り、同

項の表

第
五十三条

第一項

の
項中「

第
五十三条
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一四

第一項

」
を「

第
五
十三条第

一項た

だ
し書

」に

改め、

同
表
第六十

四条

の
項
中「

第六

十条第

三
項
」を「

第六十条

第六項

」
に改め

、
同条第二

項を同

条
第五項と

し、同

条
第一項の

次に次

の
三項を加

える。

２

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

二
以上の期

日前投

票
所を設け

る場合

に
は、一の

期日前

投
票所にお

いて投票

をした投

票人が

他
の期日前

投票所

に
おいて投

票をす

る
ことを防

止する

た
めに

必要

な措置

を
講じなけ

ればな

らない。
３

天災

その他

避
けること

のでき

な
い事故に

より、

期
日前投票

所にお

い
て投票を

行わせ

る
ことがで

きないと

きは、市

町村の

選
挙管理委

員会は

、
期日前投

票所を

開
かず、又

は閉じ

る
ものとす

る。

４

市町

村の選

挙
管理委員

会は、

前
項の規定

により

期
日前投票

所を開

か
ず、又は

閉じる

場
合には、

直ちにそ

の旨を告

示しな

け
ればなら

ない。

市町

村の選挙

管理委

員
会が当該

期日前

投
票所を開

く場合

も、

同様とす

る。

第六十

一条

第
七
項中

「
定め

る船舶

」
の下に

「
（以

下この

項及び第

九項

第
二
号
におい

て
「指定

船
舶」

という。

）
」

を
加え、

「
をい

う
」を「

を
いい、

実
習を行う

ため航

海
する学生

、生徒

そ
の他の者

であっ

て
船員手帳

に準ずる

文書の交

付を受

け
ているも

の（以

下
この項に

おいて

「
実習生」

という

。
）を含む

。）で

あ
るもの又

は投票人

で指定船

舶以外

の
船舶であ

って指

定
船舶に準

ずるも

の
として総

務省令

で
定めるも

のに乗

っ
て本邦以

外の区域
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一五

を航海す

る船員

（
船員法第

一条に

規
定する船

員をい

い
、船員職

業安定

法
（昭和二

十三年

法
律第百三

十号）第

九十二条

第一項

の
規定によ

り船員

法
第二条第

二項に

規
定する予

備船員

と
みなされ

る者及

び
船員の雇

用の促進

に関する

特別措

置
法（昭和

五十二

年
法
律第九

十六号

）
第十四条

第一項

の
規定によ

り船員

法
第二条第

二項に規

定する予

備船員

と
みなされ

る者並

び
に実習生

を含む

」
に改め

、
同条第

九
項を同条

第十項

と
し、

同条

第八項第

二号中

「
船舶で

前
項の総務

省令で

定
めるもの

」
を
「
指
定船舶

」
に
、
「
当
該
船舶

」
を
「
当該指

定船舶

」
に
改め

、

同項を同

条第九

項
とし、

同
条第七

項
の次に次

の一項

を
加える。

８

前項

の規定

は
、同項の

投票人

で
同項の不

在者投

票
管理者の

管理す

る
場所にお

いて投

票
をするこ

とができ

ないもの

として

政
令で定め

るもの

で
あるもの

のうち

国
民投票の

当日前

条
第一項第

一号に

掲
げる事由

に該当

すると見

込まれ

る
ものの投

票につ

い
て準用す

る。こ

の
場合にお

いて、

前
項中「不

在者投

票
管理者の

管理す

る場所」

とある

の
は、「そ

の現在

す
る場所」

と読み

替
えるもの

とする

。

第六十

二条

第
一
項第一号

中「

在
外
選挙人証

」の下

に
「
（公職

選挙法

第
三十条の

六第四

項
に規定す

る在外選

挙人証を

いう。

以
下同じ。

）
」を

加
え、

同条

第二項

を
次のよう

に改め

る
。

２

在外

投票人

名
簿に登録

されて

い
る投票人

の国内

に
おける投

票に係

る
次の表の

上欄に

掲
げる規定

の適用に
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一六

ついては

、これ

ら
の規定中

同表の

中
欄に掲げ

る字句

は
、それぞ

れ同表

の
下欄に掲

げる字

句
とする。

第
五十三

条第一

項

投票

人名簿

在外投

票
人名簿

た
だし書

投票

所

指定在

外
投票区の

投票所

第
五十五

条第一

項

投票

所

指定在

外
投票区の

投票所

第
五十五

条第二

項

、投

票人名

簿

、在外

投
票人証又

は
公職

選
挙法第三

十条

の六第

四
項
に規定

する在

外
選挙人証

を提

示して

、
在外

投票

人名簿

当該

投票人

名
簿

当該在

外
投票人名

簿

第二

十条第

二
項

第三十

三
条第二項

書類

。第六

十
九条及び

第七十

条
におい

書類

て同

じ。

第
五十六

条第一

項、投票

所

指定在

外
投票区の

投票所

第
五十七

条第一

項

24



一七

及
び第五

十九条

第

二
項

第六十

二条

第
三
項中「

第
八項

」
を
「
第九項

」に改

め
、
同項を

同条第

五
項とし、

同条第

二
項の次に

次の二項

を加える

。

３

在外

投票人

名
簿に登録

されて

い
る投票人

の国内

に
おける投

票につ

い
ては、投

票人が

登
録されて

いる在外

投票人名

簿の属

す
る市町村

の選挙

管
理委員会

が第五

十
二条の二

第一項

の
規定によ

り共通

投
票所を設

ける場

合には、

当該市

町
村の選挙

管理委

員
会が指定

した共

通
投票所に

おいて

、
行わせる

ことが

で
きる。こ

の場合

において

、次の

表
の上欄に

掲げる

規
定の適用

につい

て
は、これ

らの規

定
中同表の

中欄に

掲
げる字句

は、そ

れぞれ同

表の下

欄
に掲げる

字句と

し
、前項の

規定は

、
適用しな

い。

第
五十二

条の二

第

前項

の規定

に
より共通

投票所

を
設ける

第
六十

二
条第三項

の規定

に
より共通

投
票

二
項

所を指

定
した

、投

票所

、指定

在
外投票区

の投票

所

が共

通投票

所

が同項

の
規定によ

り市町

村
の選挙管

理
委
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一八

員会が

指
定した共

通投票

所
（以下「

指定

共通投

票
所」とい

う。）

及び

共通投

票
所

及び指

定
共通投票

所

が投

票所

が指定

在
外投票区

の投票

所

他の

共通投

票
所

他の指

定
共通投票

所

第
五十二

条の二

第

第一

項の規

定
により共

通投票

所
を設け

第六十

二
条第三項

の規定

に
より指定

共
通

五
項

る

投票所

を
指定した

第
五十二

条の二

第

次条

第一項

た
だし書、

第五十

五
条第一

第五十

五
条第一項

五
項の表

次条第

一

項

項
た
だし

書、第

五

投票

所又は

共
通投票所

指定在

外
投票区の

投票所

又
は指定共

通
投

十
五条

第
一項、

第

票所

五
十六条

第一項

、

第
五十七

条
第一

項
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一九

及
び第五

十九

条
第

二
項の項

第
五十三

条第一

項

投票

人名簿

在外投

票
人名簿

た
だし書

投票

所

指定在

外
投票区の

投票所

又
は指定共

通
投

票所

第
五十五

条第二

項

、投

票人名

簿

、在外

投
票人証又

は
公職

選
挙法第三

十条

の六第

四
項
に規定

する在

外
選挙人証

を提

示して

、
在外

投票

人名簿

当該

投票人

名
簿

当該在

外
投票人名

簿

第二

十条第

二
項

第三十

三
条第二項

書類

。第六

十
九条及び

第七十

条
におい

書類

て同

じ。

４

在外

投票人

名
簿に登録

されて

い
る投票人

の国内

に
おける投

票のう

ち
、第六十

条第一

項
の規定に

よる投票
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二〇

に係る次

の表の

上
欄に掲げ

る規定

の
適用につ

いては

、
これらの

規定中

同
表の中欄

に掲げ

る
字句は、

それぞ

れ同表の

下欄に

掲
げる字句

とし、

第
二項の規

定は、

適
用しない

。

第
五十五

条第二

項

、投

票人名

簿

、在外

投
票人証又

は
公職

選
挙法第三

十
条

の六第

四
項
に規定

する在

外
選挙人証

を提

示して

、
在外

投票

人名簿

当該

投票人

名
簿

当該在

外
投票人名

簿

第二

十条第

二
項

第三十

三
条第二項

書類

。第六

十
九条及び

第七十

条
におい

書類

て同

じ。

第
六十条

第一項

期日

前投票

所

市町村

の
選挙管理

委員会

の
指定した

期
日

前投票

所
（次項及

び第五

項
において

「指

定期日

前
投票所」

という

。
）

第
六十条

第一項

第

投票

区

指定在

外
投票区
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二一

二
号及び

第五号

第
六十条

第一項

第

投票

所

指定在

外
投票区の

投票所

六
号

第
六十条

第二項

二以

上の期

日
前投票所

を設け

る

前項の

規
定により

二以上

の
指定期日

前
投

票所を

指
定した

期日

前投票

所
において

指定期

日
前投票所

におい

て

第
六十条

第五項

期日

前投票

所
において

投票を

行
わせる

指定期

日
前投票所

を指定

し
た

第
六十条

第五項

の

国民

投票

投票人

名
簿に登録

される

べ
き旨の決

定
書

表
第五十

三条第

一

又は確

定
判決書を

所持し

、
国民投票

項
た
だし

書の項

第六

十条第

一
項

在外投

票
人名簿に

登録さ

れ
るべき旨

の
決

定書又

は
確定判決

書を所

持
し、第六

十条

第一項

期日

前投

票
所

指定期

日
前投票所

（第六

十
二条第四

項
の
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二
二

規定に

よ
り読み替

えて適

用
される第

六十

条第一

項
に規定す

る指定

期
日前投

票
所を

い
う
。
以
下
第
五
十
九
条
ま
で
に
お
い
て
同

じ
。）

第
六十条

第五項

の

期日

前投票

所

指定期

日
前投票所

表
第五十

六条第

一

項
の
項及

び第五

十

七
条第

一
項及び

前

条
第二項

の項

第六十

九条

中
「
次条

」を

「
以下

こ
の条及び

次条

」
に
改め、同

条に次

の
ただし書

を加え

る
。

ただ

し、当

該
投票人名

簿が第

二
十条第二

項の規

定
により磁

気ディ

ス
クをもっ

て調製

さ
れている

場合で政

令で定め

るとき

は
投票人名

簿又は

そ
の抄本を

、当該

在
外投票人

名簿が

第
三十三条

第二項

の
規定によ

り磁気

ディスク

をもっ

て
調製され

ている

場
合で政令

で定め

る
ときは在

外投票

人
名簿又は

その抄

本
を、それ

ぞれ、
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二三

送致する

ことを

要
しない。

第七十

一条第

一
項中「に

より」

の
下に「、

投票所

に
おいて、

」を加

え
、同項た

だし書

中
「
ただし

、その期

日は

」を

「
この

場
合におい

て
」に

、
「
におい

て、

」
を
「
は、直

ちにそ

の
旨を告示

すると

と
もに、更

に定めた

期日を

」
に
、「

五
日
」を「

二日

」
に
改め、同

条第二

項
中「

にお

いては

」
を「

には

」に改

め
る。

第七十

二条

た
だ
し書を削

り、同

条
に次の二

項を加

え
る。

２

前項

の規定

に
かかわら

ず、投

票
人の同伴

する子

供
（幼児、

児童、

生
徒その他

の年齢

満
十八年未

満の者を

いう。以

下この

項
において

同じ。

）
は、投票

所に入

る
ことがで

きる。

た
だし、投

票管理

者
が、投票

人の同

伴する子

供が投

票
所に入る

ことに

よ
り生ずる

混雑

、
喧け

ん

騒その他こ

れらに

類
する状況

から

、
投
票所の秩

序を

保持する

ことが

で
きなくな

るおそ

れ
があると

認め、

そ
の旨を投

票人に

告
知したと

きは、

こ
の限りで

ない。

３

投票

人を介

護
する者そ

の他の

投
票人とと

もに投

票
所に入る

ことに

つ
いてやむ

を得な

い
事情があ

る者とし

て投票管

理者が

認
めた者に

ついて

も
、前項本

文と同

様
とする。

第八十

七条

中
「
第七十一

条第一

項
本文

」を

「
第七

十
一条第一

項前段

」
に改める

。

第八十

八条

中
「
第七十二

条本文

」
を「

第七

十二条

第
一項

」に

改める

。
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二四

第九十

九条

中
「
第七十一

条第一

項
本文

」を

「
第七

十
一条第一

項前段

」
に、「

第
七十二

条
本文

」を

「
第七十

二条第一

項
」に

改
める。

第百十

二条

中
「
投票所（

」の下

に
「
第五十

二条の

二
第一項に

規定す

る
共通投票

所及び

」
を加え、

「
以下こ

の節

」を

「
次条

第
一項、第

百十四

条
及び第百

十六条

」
に改める

。

第百十

八条

の
次
に次の一

条を加

え
る。

（投票

人名簿

の
抄本等の

閲覧に

係
る命令違

反及び

報
告義務違

反）

第百十八

条の二

第二十九

条の三

第
三項（第

四十二

条
の二にお

いて準

用
する場合

を含む

。
）又は第

二十九条

の三第四

項（第

四
十二条の

二にお

い
て準用す

る場合

を
含む。）

の規定

に
よる命令

に違反

し
た者は、

六月以

下の懲役

又は三

十
万円以下

の罰金

に
処する。

２

第二

十九条

の
三第五項

（第四

十
二条の二

におい

て
準用する

場合を

含
む。）の

規定に

よ
る報告を

せず、又

は虚偽の

報告を

し
た者は、

三十万

円
以下の罰

金に処

す
る。

第百二

十三条

第
五項中「

第六十

一
条第八項

」を「

第
六十一条

第九項

」
に改め、

同項を

同
条第六項

とし、同

条第四項

の次に

次
の一項を

加える

。
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二五

５

第六

十一条

第
八項にお

いて準

用
する同条

第七項

の
規定によ

る投票

に
ついては

、投票

を
受信すべ

き市町村

の選挙管

理委員

会
の委員長

は投票

管
理者と、

投票の

記
載をし、

これを

送
信すべき

場所及

び
投票を受

信すべ

き場所は

投票所

と
、投票を

受信す

べ
きファク

シミリ

装
置は投票

箱とみ

な
して、こ

の節の

規
定を適用

する。

第二章

第八節

中
第百二十

五条

の
次
に次の一

条を加

え
る。

（偽り

その他

不
正の手段

による

投
票人名簿

の抄本

等
の閲覧等

に対す

る
過料）

第百二十

五条の

二

次の各

号のい

ず
れかに該

当する

者
は、第百

十八条

の
二の規定

により

刑
を科すべ

き場合を

除き、三

十万円

以
下の過料

に処す

る
。

一

偽
りその

他
不正の手

段によ

り、

第二十九

条の二

第
一項

（第

四十二

条の

二におい

て準用

す
る場合を

含む。

）

の規定に

よる投

票
人名簿の

抄本又

は
在外投票

人名簿

の
抄本の閲

覧をし

た
者

二

第
二十九

条
の三第一

項（第

四
十二条の

二にお

い
て準用す

る場合

を
含む。）

の規定

に
違反した

者

２

前項

の規定

に
よる過料

につい

て
の裁判は

、簡易

裁
判所がす

る。

第百三

十六条

第
二号中「

及び

」
を
「
、共通

投票所

及
び
」に改

め
る。

第百四

十一条

中
「
、第七

項及び

第
八項

」を

「
及び

第
七項から

第九項

ま
で
」に改

める。
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二六

第百四

十二条

第
一項中

「
に
よって

」
を
「
により

」
に、

「
する届出

」
を
「
行
う届出

」
に、

「
間
に
しなけれ

ば
」

を「

間に

行わな

け
れば

」に

改め、

同
項ただし

書中「

し
なければ

」を「

行
わなけれ

ば
」に

改
め
、同項

第二号を

同項第四

号とし

、
同項第一

号を同

項
第二号と

し、同

号
の次に次

の一号

を
加える。

三

第
四十二

条
の二にお

いて準

用
する第二

十九条

の
二第一項

の規定

に
よる在外

投票人

名
簿の抄本

の閲覧の

申出（地

方公共

団
体の休日

に行わ

れ
るものを

除く。

）

第百四

十二

条
第
一
項に第

一号と

し
て次の一

号を加

え
る。

一

第
二十九

条
の二第一

項の規

定
による投

票人名

簿
の抄本の

閲覧の

申
出（地方

公共団

体
の休日に

行われる

ものを除

く。）

第百四

十二条

第
二
項
中「

、第七

項
若しくは

第八項

」
を「

若し

くは第

七
項から第

九項ま

で
」に、「

する

」を

「
行う

」
に、「

に
よって

」
を「

に
よ
り
」に、

「
しな

け
れば

」を

「
行わ

な
ければ

」
に改め

る
。

第百四

十三条

第
一項中「

第八項

」
を「

第九

項
」に

、
「
する行

為
」を

「
行う行為

」に、

「
するもの

」を「

行

うもの

」
に
改め

、
「
午前八

時三十

分
」の下に

「
（当

該
行為を行

おうと

す
る地の市

町村の

選
挙管理委

員会が地

域の実情

等を考

慮
して午前

六時三

十
分から午

前八時

三
十分まで

の間で

こ
れと異な

る時刻

を
定めてい

る場合に
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二七

は、当該

定めら

れ
ている時

刻）

」
を
加え、

「
午後八

時
まで

」を

「
午後

十
時まで

」
に
、「

に
あっては

」を「

に

は
」
に、

「
す
るこ

と
」
を
「
行う

こと

」
に改め、

同
条第

二項中

「
第
八項

」
を
「
第九項

」
に、

「
する行為

」
を
「
行

う行為

」
に、

「
し
なければ

」を「

行
わなけれ

ば
」に

改
める。

附則

第
二条

第
一
項
中「

「
申請

」
を
「
、「申

請
」に

改
め、「

、
第三十

八
条第一項

中「領

事
官をいう

。以下こ

の項にお

いて同

じ
」とある

のは「

領
事官をい

う」と

、
「、最終

住所及

び
生年月日

（当該

在
外投票人

名簿に登

録した者

がいず

れ
の市町村

の住民

基
本台帳に

も記録

さ
れたこと

がない

者
である場

合には

、
その者の

氏名、経

由領事官

の名称

及
び生年月

日）」

と
あるのは

「及び

生
年月日」

と
」を

削
る。

附

則

（施行期

日）

第一条

この法

律
は、

公布の

日から

起
算して三

月を経

過
した日か

ら施行

す
る。

ただし、

附則第

四条の規

定は、

公布の日

から施

行
する。

（適用区

分）

第二条

改正後

の
日本国憲

法の改

正
手続に関

する法

律
（
以下こ

の条に

お
いて「新

法」と

い
う。）の

規定は、
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二八

この法律

の施行

の
日以後に

登録基

準
日（新法

第二十

二
条第一項

第一号

に
規定する

登録基

準
日をいう

。以下

この条に

おいて

同
じ。）が

ある国

民
投票（新

法第一

条
に規定す

る国民

投
票をいう

。以下

こ
の条にお

いて同

じ。）に

ついて

適
用し、こ

の法律

の
施行の日

前に登

録
基準日が

ある国

民
投票につ

いては

、
なお従前

の例に

よる。（政令へ

の委任

）

第三条

前条に

定
めるもの

のほか

、
この法律

の施行

に
関し必要

な経過

措
置は、政

令で定

め
る。

（検討

）

第四条

国は、

こ
の法律の

施行後

三
年を目途

に、次

に
掲げる事

項に

つ
い
て検討を

加え、

必
要な法制

上の措置

その他の

措置を

講
ずるもの

とする

。

一

投
票人の

投
票に係る

環境を

整
備するた

めの次

に
掲げる事

項その

他
必要な事

項

イ

天災等

の
場合にお

いて迅

速
かつ安全

な国民

投
票（日本

国憲法

の
改正手続

に関す

る
法律

（次

号イにお

いて「国

民投票

法
」という

。）

第
一
条に規定

する国

民
投票をい

う。

同
号
において

同じ。

）
の開票を行

うための

開票立

会
人の選任

に係る

規
定の整備
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二九

ロ

投票立

会
人の選任

の要件

の
緩和

二

国
民投票

の
公平及び

公正を

確
保するた

めの次

に
掲げる事

項その

他
必要な事

項

イ

国民投

票
運動等（

国民投

票
法第百条

の二に

規
定する

国
民投票

運
動又は

国
民投票

法
第十四条

第一項第

一号に規

定する

憲
法改正案

に対す

る
賛成若し

くは反

対
の意見の

表明を

い
う。ロに

おいて

同
じ。）のた

めの広告

放送及

び
インター

ネット

等
を利用す

る方法

に
よる有料

広告の

制
限

ロ

国民投

票
運動等の

資金に

係
る規制

ハ

国民投

票
に関する

インタ

ー
ネット等

の適正

な
利用の確

保を図

る
ための方

策
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三一

理

由

憲法改

正国民

投
票の投票

人の投

票
しやすい

環境を

整
えるため

、投票

人
名簿等の

縦覧制

度
の廃止及

び閲覧制

度の創設

、
在外

選
挙人名簿

への登

録
の移転の

制度の

創
設に伴う

在外投

票
人名簿へ

の登録

に
ついての

規定の整

備、共通

投票所

制
度の創設

、期日

前
投票制度

の見直

し
、
洋上投

票の対

象
の拡大、

繰延投

票
の期日の

告示の期

限の

見直

し
、
投
票
所に

入る

ことが

で
きる

子供

の
範囲

の
拡大等

の
措置を

講
ずる必要

がある

。
これが、

この法律

案を提出

する理

由
である。
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三三

本
案施行

に
要する経

費

本案施

行に要

す
る経費と

しては

、
約
一
億
円
の見込

み
である。
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